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鉱山と地域経済
一第一次大戦前後の小坂鉱山と小坂村を中心に一
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I　はじめに
　本稿の課題は，小坂鉱山を擁する小坂村に焦点をあてることによって，鉱山
と地域経済の実態を解明することにある。
　筆者はかつて，戦前期日本の4大銅山の1つである小坂鉱山における煙害問
題を題材にして，煙審反対運動の展聞過程・構成主体ならびにそれを取り巻く
外的環境の分析を試みたiI〕。そこでは，この問題をめぐる各当事者，すなわち
企業・政府・地方自治体はもとより，反対運動の主導者でさえも，鉱山の存在
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を重視する姿勢をとっていたことが明らかとなった。小坂鉱山が位置する小坂
村の場合，被害発生と同時にいちはやく被害賠償金が支払われていたことを考
慮にいれなければならないが，注目すべきは同村において目立った反対運動が
あまりみられなかったことであろう。ともあれ，こうした事情の背景には何が
あったのか，換言すれば，鉱山と地域とはいかなる関係にあったのか，という
問題が次にうかびあがってくるのであり，この問題の究明は，基礎的作業に属
するものとはいえ，それ以上に筆者の研究課題である“環境経済史”｛2〕の構築
においても重要な論点を提供するものと思われ乱
　この“環境経済史”は，簡単にいえば，経済発展あるいは経済成長という従
来評価されてきたプラスの面ばかりではなく，環境破壊や公害問題などのマイ
ナス面をも視点に取り込みつつ，経済活動を通じて形成された人工的・社会的
生活環境が自然環境および人間にどのような影響を及ぼしたのか，という点を
明らかにしようとするものである。
　ここで，研究史をふりかえってみるならば，本稿が対象とする鉱山と地域経
済との関係については，管見のかぎり，別子・日立など一部の鉱山とその地域
とのかかわりを分析した研究しか見当たらず＝3〕，小坂鉱山と小坂村を中心とし
た周辺地域との関係も同様に，斎藤實則氏による研究ωが唯一のものといって
も過言ではなかろう。
　しかしながら斎藤氏の研究は，地理学的アプローチから都市消滅の原因を検
討することを通じて，そこから都市形成の要因を探り出そうとし，その例とし
て鉱山集落を取り上げ，秋田県内の小坂・尾去沢・花岡鉱山とその集落を中心
に分析している。この研究は，氏の長年にわたる業績を都市形成という視角か
ら再構成したものであり，第1部では都市消滅の原因ならびに都市形成の要因
が検討され，第2部は「秋田県鉱山誌」と題し，同県の鉱業について近世以前
から筆をおこし1970年代後半までを歴史的に概観し，さらに県内各鉱山の解説
を行っている。簾1部（第1－5章）は，鉱山集落の成立条件・機能・地域的
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構造・衰退過程を，戦前の明治・大正期と戦後の昭和期について考察する内容
となっており，第2章では鉱山集落を氏の設定した基準から，鉱山都市・鉱山
町・鉱山村の3つに分類し，鉱山都市と規定した小坂町に関しては鉱山都市の
機能を扱った第3章において，やや詳しく述べられている。この第3章は小
坂・尾去沢・花岡鉱山とその集落を例にとり，鉱業に関連した産業（土建・運
輸・製材・サービス業など）の発達と鉱山側が設置した各種施設について叙述
し，第4章の「鉱山都市の地域構造」においては，小坂町の形成過程を明治後
期一大正申期の人口動態から分析し，同町における集落の機能的配置に都市の
理想的形態を見出している。また，この研究においては全体を通じて鉱山の専
門技術者の役割が重視され，明治30年代と昭和30年代前半に黒鉱開発に成功し
た小坂鉱山の技術陣を念頭におきつつ，その技術陣の転出がのちの同鉱山の衰
退を招いた原因とみなされている。そして，結論部分では「鉱山都市の存否は，
　・技術者集団にかかって」おり，この技術者の「来住・撤退が都市の実態を
最も良く示す指標であ」るということが主張されている＝5〕。
　このように，斎藤氏の研究は地理学の分野から鉱山地域を都市という視角に
立って分析しており，地誌と人問の営為との接点を示したという意味において
は注目されるべきであるが竃〕，もう一歩踏み込んで，地域の生活環境および鉱
山と地域経済との関係を明確に論述しているとはいえない。また，ある地域に
資本や労働力が集中することにより，各種の財やサービスなどの市場が創出さ
れ，それらの需要・供給が拡大するとともに労働カや生産・消費物資の循環も
生じるのであり，その様相は地域によって異なることはいうまでもなかろう。
それゆえ，ある特定の地域内部においても経済的特徴に相違がみられるのであ
り，前述した“環境経済史”との関連でいえば，鉱山が地域の人工的・社会的
生活環境にいかなる影響を及ほしていたのか，そしてそれがどのように地域住
民の生活に反映されていたのか，言い換えれば，その影響の現れかたにおける
差異こそが重要となってくるのである。
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　第1図小坂鉱山とその周辺略図
注　丁秋田県史』県治部第一冊　ユ917年を簡賂化した。
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　そこで本稿では，秋田県北に位置し，かつては日本の4大鉱山の1つに数え
られた小坂鉱山と小坂村を取り上げ（第1図を参照），同鉱山と地域経済との
関係および同鉱山と地域住民との関連を，同村内部の地区別特徴に留意しつつ
日本産銅業にとって大きな転機となった第一次大戦の前後について明らかにし
ていくことにしたい。
注11〕拙稿「小坂鉱山煙害間題と反対運動一1901－17隼一」（r社会経滴史学』第56巻築3号　／990年
　所収）。
12〕筆者の構想する“環境経済史’’は，近隼大きな関心をよんでいる地球環境問題と，これまでの
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　繕…済史研究において，自然環境が再生産または経済循環の外的存在としてのみ，とらえられてき
　たことにその端を発してい私言い換えれば，これまで自然環境の改変によって成り立ってきた
　人間の経済活動は，大きな転機を迎えているのであり，いまや経済活動が自然環境を規定する関
　係から，自然環境が経済活動を規定する関係へと転換していかなければならない段階にある，と
　いう現状認識がそこには存在している。
　　このような間題関心から，筆者は人間の経済活動を歴史的に考察する方法の1つとして“環境
　経済史｝を設定したのであり，それはさしあたり，①自然環境を人間が生活する地域，つまり屠
　住環境または生活環境としてとらえ，人間と自然環境とのかかわり方の変遷を探り，②次に人間
　が造り出した政治・経済・社会・文化などの人工的・社会的環境が，人問および人間の生活環境
　にどのような影響を及ぽしていったのかということにも目を向け，さらに，③人閥と白然環境と
　のかかわり方の恩想的背景あるいは自然観などを，その対象とすることが考えられる。そして②
　と関違するが，④人聞の生活環境にもたらされたマイナスの影響，すなわち公審問題さらには環
　境問題と，⑤それに抗する公害反対運動あるいは自然環境保護の運動は，①一③とのかかわり合
　いで把握されることになろう。つまり，①一③は自然環境および人工的・社会的環境と人閲との
　かかわり方，そしてその環境が人聞に及ほす影響であり，④および⑤は，そのかかわり方の過程
　において，人間の生活環境を悪化させてきたマイナスの側面とそれに対する入間の反応・行動で
　あって，その際，後者にとって重要な意味をもってくるのが，②の項目ということになる。それ
　ゆえ，人工的・社会的環境の人問に与える影響を考察することは，公害問題を分析するうえでも
　“環境経済史”を構築するうえでも，必要不可欠の作業といえるのである。
　　以上は，中山茂「環境史の可能僅」（r歴史と社会j創刊号　リブロポート　ユ982年　所収），
　同氏「技術と生態」健史学研究会・目本史研究会編r講座　目本歴史　ユ3歴史における現在』
　東京大学出版会　1985年　所収），烏越賭之・嘉囲由紀子編［水と人の環境史一琵琶湖報告書
　一j増補版　御茶の水書房　1991年の「補論」，宮本憲一r環境経済学』岩波審店　1989隼，
　植田和弘・落合仁司・北畠佳房・寺西俊一瞬境経済挙』有斐閣ブックス　1991年などを参考に
　した。特に，中山氏の2論文から得たものが大きい。
13〕別子銅山と新屠浜地域との関係については，新居浜布編集・発行r新居浜産業緩済剋1973年
　がある。同書は，別子銅山を基軸とする住友資本の同地域への遺出とこの地域における産業およ
　び経済の変化を，住友の象徴ともいえる同銅山の発展過程に重点をおきつつ、1973隼の閉山まで
　記述している血そこでは，住友が同地域の山林・農地などの土地集積を急遼に行い、およそ
　6，COO町歩の土地を所有する大地圭となったことを「往友による土地集中と半封建的な地代関係
　の再編」であるとし，それ自体「佳友の縫済的な支配の過程であり，これを基礎とする地域行政
　の支配の過程一政治的支配の過穣」でもあったと述べられているむまた，明治後期から大正中
　期にかけての人口や競業溝成の変化から，転入者が多いことや別子鉱業所が位置する新屠浜村か
　ら離れている村ほど、農業戸数が増カロする反面，鉱山労働者と恩われる者が滅少していること．
　そしてさらに，大正末期から昭和初期にかけて新屠浜地域に勃興した中小企業の中には「専ら住
　友の事業に依存」するものが多かったこと，昭和初期に住友が事業拡張および都市計画を打ち出
　したところ，自治体と地域佳民が同計画に協プ〕的であったことなどが述ぺられている。
　　次に日立鉱山と地域に関する研究では，日本人文科挙会編『近代鉱工業と地域社会の展開』東
　京大学出版会　1955年，および“鉱山の歴史を記録する市民の会”編丁鉱山と市民一一聞き言吾り
　日立鉱山の歴史一j目立市役所発行　1988隼，があげられる竈前者は，戦後期に分析の重点が
　おかれており，戦前期に関しては独立した章または節を設けず，必要な限りその都度言及する形
　をとっている廿他方後者は，通史繍と聞き蕎吾り編に分けられ，副題にもあるように聞き語り編に
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　特徴があり「産業史中心ではなく，生活史的側面が尊重され」ている（序　iV頁）。通史編では，
　鉱山開発が始まった17世紀ごろから1981年の閉山までの期聞が取り扱われ，地域社会と鉱山との
　関連については，明治期以降を中心に叙述されている。特に第二纐においては，日立鉱山が位置
　する日立村の財政は，同鉱山から徴収される観税や同鉱山からの寄付金に大きく依存していると
　か，鉱山の周辺地域は「人口集積の結果，県内でも稀な一大消費市場」となったとか．あるいは
　「周囲の農家にとって，日立鉱山は労働機会を提侯する場として存在した」といった指摘などが，
　筆者の関心をひく。
　　以上，別子・日立両鉱山を事例とした研究は，鉱山と地域との関係について示唆に富む指摘を
　行っているが，実証面で不十分な点もあることは否定できない。最後にこれらの文献は，いずれ
　も鉱審問題にふれていることを付け加えておかなければならない。
（4〕斎藤實則丁鉱山と鉱山集落一秋田県の鉱山と鉱山集落の栄楕盛衰一』大明堂　ユ980牟。斎
　藤氏の諸研究については，同書の5－7頁を参照。
15）　胴前』75・76頁。
16〕前掲「環境史の可能性」177頁を参照。
1　小坂鉱山の動向
　官営であった小坂鉱山は1884（明治17）年，大阪に本店をおく藤田組に払い
下げられ，当初，銀山として隆盛を極めたが，鉱石の枯渇により閉山の危機に
直面することとなった。その際，黒鉱製錬法の開発が小坂鉱山の再活性化に大
きく貢献したのであり，同鉱山では，苦心の末1900（同33）年にその開発に成
功し，02（同35）年から銅山として本格的操業が開始された。07（同40）年に
は全国一の産銅量を記録するにいたり，短期間のうちに小坂鉱山は，4大銅山
の1つに数えられるほどの急成長を遂げたのであった。採鉱部門では，露天掘
採鉱の実施（08－20年），製錬部門では，電気精銅法の導入（02年），長さ18
メートルの7号熔鉱炉の完成（06年），ベセマ転炉の採用（10年）がみられた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　やなはらほか，小坂鉄道の開通（09年），花岡・柵原鉱山の買山（15・ユ6年），経営多角
化の一環である藤田鉱業株式会社の設立（17年）なども進められていった。そ
して第一次大戦後の不況期には，人員の削減とともに（ユ9・20・23年），採
鉱・運搬・製錬などの部門において，合理化投資が行われていったのである。
また，小坂鉱山における諸施設の整備についてみると，1897（同30）年に全国
の鉱山では足尾銅山に次いで水力発電が実用化され，1905（同38）年に県内で
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第2図　小坂鉱山の産銅量と銅市況および小坂村の人口・入寄留者数の推移
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　　　各隼版，峨田県戸口統計』1大正い13隼）、腱角郡産菜養本調査　小坂村現況調査割1913隼俸稲田木
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　　　おけるニューヨータの市価はu月のもの。
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は秋田市に続いて上水道の竣工をみ，さらに08（同41）年には県内一の総合病
院として小坂鉱山病院が開業した。これらのほかにも「郵便局，銀行，警察に
いたるまで，企業が招講，設置したものと思われ」小坂村の村民もその恩恵に
浴していた｛1〕。
　ここで第2図に示された国内の銅市況と小坂鉱山の産銅量との関係をみると，
市価が上昇したユ907・12・ユ6－17年に同鉱山の産銅量もそれに呼応して増加し
ており，両者はほぼ同じ推移を示している。小坂鉱山が銅山に生まれ変わった
直後に勃発した日露戦争は，軍需による銅価の急騰をもたらしたのであり，
1902－07（明治35－40）年における市況の騰貴は，同鉱山にとって有利に作用
したといえよう。第一次大戦期まで銅が輸出品であったことから，国内の銅価
格は「倫敦相場による輸出採算を基準とし」ていたが，日本が銅輸出国から輸
入国へと転換し，市価が著しく低落した大戦後には「紐育相場を基準」に設定
された。大戦後に電線を中心とする銅の国内市場が拡大したことに加えて，戦
後ブーム期における思惑取引の増大から銅輸入が急増し，そのことがさらに，
大戦後の銅市況の低迷に拍車をかけていた。しかしその根本的な原因は「生産
費の騰貴による国内産銅の割高，国際競争力の喪失」であり，この窮地から脱
するために結成されたのが日本産銅組合であった。1920（大正9）年に住友・
古河・久原・藤田の4社が結成した同組合は，のちの水曜会を軸とする産銅カ
ルテルの活動基盤となる，銅輸入関税引き上げを22（同11）年に実現したが，
この関税引き上げにより，国内鋼価は「国際的にみれば割高な水準に維持さ
れ」日本産銅業の市場は国内に限定されることとなった。21（同10）年に同組
含の期問満了による解散をうけて，古河・久原・藤田・三菱の4杜によって結
成された水曜会は，価格協定と販売比率の設定を目的とした銅市場統制を行お
うとしたが，その統制力には限界があった。その限界を克服するために，27
（昭和2）年に同会は古河電工・住友竃線・藤倉電線・日立製作所が緒成した
電気銅共同購買会との間で，国内電気銅の一手供給契約を結び，国内鋼市場の
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掌握を一層強固なものとしたのである。
　このような日本産銅業の動向の中で，小坂鉱山においては1912年以降，買鉱
石を製錬した「買鉱出」の産錦量が目立って増加している。買鉱はr生産量調
節の安全弁として機能し，……自山鉱石の生産の限界を克服する」ことを可能
としたばかりでなく，経営面にも大きな利益をもたらした。大戦後の市況低落
時に小坂鉱山を擁する藤田鉱業が，古河・住友などを尻目に産銅量の滅産を達
成できたのは「生産費の切下げのために買入鉱石の価格引下げを強行し」買鉱
先の中小鉱山（主に秋田県内の鉱山）に犠牲を強いたためであった12〕。つまり，
小坂鉱山は市況の推移に応じて買鉱量を調節することにより，採鉱量の減少を
カバーしつつ価格変動による損失をも最小限に食い止めることができたのであ
る。
　小坂鉱山の産出する金・銀は大蔵省造幣局に，銅・鉛は主に「内地及支那ノ
市場二送」られ，そのうち型銅および電気銅は「大阪本店二輸送シテ販売」さ
れていた。たとえば，全国の鉱山から同省造幣局に移送された金・銀の量を，
1903－13年度（ただし，11・12年度は除く）についてみると，小坂鉱山の移送
量が最も多く，その比率はおよそ40～60％となっていた。特に銀の量が多く，
常に首位の座を保ち続け，09年には全国鉱山移送量の7割を超えるほどであっ
た。また1912（大正元）年における小坂産鋼の顧客は，主としてドイツの外商
であるイリス商会や「オットラム」（ドイツのオット・ライメース商会か？），
およぴ凍京・大阪・京都の非鉄金属商や銅精製加工業者であり，その中には古
河や三井も含まれていた。同鉱山の産銅は，第一次大戦期の一時的な直輸出
（古河・住友・三菱などと協力してロシアヘ輸出）を経て，大戦後には前述し
た水曜会を通じて国内市場に供給されることとなった。他方，小坂鉱山におい
てそのほとんどを消費する物資についてみると，製錬に必要な木材は「主トシ
テ官林ヲ払下ケ燃料タル石炭，コークスハ北海道並二九州ヨリ木炭薪材ノー部
ハ官林（ヲ）払下ケー部ハ付近町村ヨリ購入シ其他器具器械ハ東京大阪ヨリ米
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穀及生活二必要ナル諸物資ハ青森，岩手及県内各地ヨリ其供給ヲ仰」いでいた。
同鉱山用度課の調査をみても，1913（大正2）・18（同7）年とも米穀・清
酒・木材・木炭などは主に秋田県内から，海産物・鉄類・セメント・器具類・
石炭・コークスなどは，青森・岩手の近隣地域と北海道・東京・京都などの遠
隔地から購入されていた｛3〕。
　小坂鉱山においては，1902（明治35）年にこれまでの陸路と河川を利用した
輸送手段に代わって，同鉱山から北秋田郡の白沢駅まで架設された鉄索が，物
資の運搬を行うようになった。しかし，05（同38）年に奥羽本線が開通したこ
ともあり「年々激増する貨物を消化しきれない」ため，08（同41）隼，小坂～
大館問に小坂鉄道が敷設され，翌09年には小坂鉄道株式会社の経営により，同
鉄道は営業を開始した。この鉄道の完成と同時に，鉄索は廃止され「一切の物
資は総て鉄道に依り輸送すること・な」ったのである｛4〕。
　このように，小坂鉱山は黒鉱開発を契機として急成長を遂げ，4大銅山の1
つに数えられるにいたった。同鉱山は，第一次大戦直前から買鉱に依存しつつ，
その産銅を海外市場および国内市場に供給していたが，日本産銅業が輸出産業
から輸入産業に転換した大戦後には，電線を中心とした国内市場にその供給先
を変えていった。それに伴って，同鉱山はコスト削減のため，各部門において
合理化を推進していったのである。そして，小坂鉱山における生産物および必
需品の輸送手段として，言い換えれば，市場へのルートとして大きな役割を果
たしていたものが鉄道であった。
注（1〕小坂鉱山における事業展開ならびに各種設備については，前掲拙稿　61－64頁，小坂町町史編
　さん委員会丁小坂町史』1975年　449－456頁，佐藤英達「経営管理組織の変遷一大正期の（合
　名）藤田組小坂鉱山の箏例一」（瞳業能率」第414号　犬阪能率協会発行　1991年　所収），お
　よび同和鉱業株式会社r創業百年史j1986年によった。
／2）　円本鉱桑発達史』下巻（覆刻版）ロゴス出版　1973隼　804頁，および武田晴人『日本産銅
　業史」東京大学出版会　ユ987年　115・24卜254・375－382頁竈ただし，古河・住友などは銅加
　工部門を有しており，みずからの系列内で銅を消費することが可能となっていた直また武田氏は．
　買鉱と銅市況との関係について，不況期には貿鉱と自山鉱によって「出来るだけ自山鉱区内の優
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　良な切羽を温存し，銅価が急騰するとそれらの優良切羽の採鉱によって一挙に生産を拡大」する
　点を指摘し，この点に「採掘・製煉の二部門の連関と…鉱業資本の運動形態の特徴の一端」を見
　出している（121頁の注（67）を参照）。
13〕小坂鉱山における生産・消費物資の需要および供給先についてはr小坂鉱山鉱業誌』19C5年
　早稲田大学図書館蔵　51頁，「大正元隼　鹿角郡小坂村事務報告書」「小坂村統計書」・「花輪税務
　署照会営業税調査資料　大正二年」r大正三三年　雑件甲」・「同調査資料　大正七年」「大正八年一
　月　雑件乙」いずれも『小坂製錬所文書」所収小坂町立総合博物館郷±館蔵（以下丁製錬所文
　書』および郷土館と略記する），大蔵省造幣局編『造幣局長隼報書j各隼版，および中泉新r小
　坂鉱山調査報告書』第一巻　早稲田大学理工学部資源工学科所蔵笑習報告　ユ912年　162頁によ
　る。同鉱山の産銅は，宮内省御料局主管の大阪製錬所（1896年に三菱に払い下げられる），鋼精
　製加工業者である目本黄銅会社，増田合資会社（いずれも大阪），津田電線合名会社（京都）お
　よび鋼・真鎌地金問屋の三谷長三三郎（東京），および「サメール」（イギリスのサミュエル・サ
　ミュエル商会か？）などに売却されていた（「本店発報控」1893年12月13日・「明治三十三年　本
　社来翰綴」1900年5月3日〔いずれもr製錬所文書」〕，東京鉱山監督署繍『目本鉱業誌』1911隼
　8u・812頁，賀集三平編陳京諸営業員録　全』1894年　早稲田大学図書館蔵，およぴ揃掲丁日
　本産鋼業史j78頁による）。
　　また．ユ917（大正6）年上期のみのデータであるが「三井物産の銅真録類の取扱高は……非常
　に少なかった」ことが指摘されており，同隼における藤田鉱業との取引高は14，O00トンであった
　（山口和雄「第一次大戦期の商晶取引一三丼物産と反対商一」E井文庫論叢』第23号
　1989隼　所収　1C4・105頁）。
14〕前掲r創業百年史』147頁，および鉄道院『本邦鉄道の社会及経済に及ぼせる影響』（商晶流通
　史研究会編『近代目本流通史資料』第十二巻　日本経済評論社　1979年　所収）76頁。
皿　地域経済の概況
　　　　　　　　　　　かづの　1　秋田県および鹿角郡の産業構成（I〕
　周知のように，秋田県は農・鉱・林業が中心的産業であり，たとえば1902
（明治35）・12（大正元）・24（同13）年の生産価額構成におけるこれら3産業
の合計額は，8割前後を占めていた（農産4－5割・鉱産2割・林産1－2
割）。その中心的産薬である農業と鉱業に関する項目をいくつか選び，同県の
全国的位置づけを第一次大戦前の1912年と大戦後の24年について試みると，農
業では小作地率が50％以上と高く，50町歩を超える耕地を所有する農家戸数
（北海道を除く）が新潟県に次いで第2位である点は変わらないが，反当たり
収量は1912年の時点においては全国平均を下回っていたのに対し，24年にはそ
れを上回るようになったことがあげられる。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　時　ま店い　鹿角郡における小作地率も50％以上と高く，町村別では毛馬内・花輸・宮
　　し1まひら　　　　　　　　　おおΦ
川・柴平・七滝・大湯の町村カ巧0～80％という高率を示していた。同郡各町村
の1906（明治39）・13（大正2）・20（同9）年の3カ年における反当たり収量
を比較してみると，凶作であった13年を除けば，1石前後から1．5－2石へと
大きな伸びがみられた。しかしこの間，小坂村では米（梗米）と大豆の作付面
積が年々減少し，米は311．4（1906年）→277．9（12年）→267．5（21年）町歩，
大豆も同じく53→3．5→！．2町歩となり，とりわけ後者の減少が著しかった。同
村における米の反当たり収量は，同郡他町村と同様に上昇しているが，作付面
積は確実に減少していた。同郡の耕作農家戸数についても，第一次大戦前の
1913年に，3，424戸であったものが大戦後の22年には，3，809戸に増加し，特に
自小作農の伸びが大きく，小坂村の農家戸数も16年以降自小作・小作農が増加
傾向にあった。専業・兼業別戸数も同様に，大戦後には増加しており，特に兼
業は同郡および同村とも大戦前の2倍以上となっていた。また，20隼における
同村の農業労働者をみると，日雇がほとんどであり，その日雇172名のうち農
業事業者およびその家族が約6割・農業以外の事業者とその家族が約3割・純
労働者が約1割という構成であった。同村における農家出身の日雇が，農業人
口に占める割合は9．3％であり，農家の約1割が日雇の農業労働に従事してい
たことにな乱このほかに「定雇」8名はすべて純労働者であり，農業以外の
者が農業の日雇労働および「定雇」労働に吸収されていたことは注目に値しよ
う。
　他方鉱業に関しては，秋田県の鉱産価額は北海道・福岡県に次ぐ位置にあっ
たが，その構成は1912年に銅7割・銀2割であったものから，24年には鋼5
割・石油4割（銀はわずかに3．7％）へと大きく変化していった。石油の台頭
は，14（大正3）年に中央資本である日本石油株式会社が，南秋田郡において
石油資源の開発に成功したことを契機としていた。その後，同社の成功に刺激
され中央資本の進出が相次ぎ，秋田県は新潟県にかわって産油の中心地として
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発展することとなった。
　1912（大正元）年における秋田県の鉱産価額の約65％は鹿角郡によって産出
されていたが，前述した南秋田郡における石油開発の進展により，同郡の比率
は24（同13）年には約30％に低下した。鹿角郡における生産価額の6－8割は
鉱産であり，そのうち小坂鉱山が70％前後を産出していたので，県全体の鉱産
価額に占める同鉱山の割合も49．0％（1912年）から21．3％（24年）へと大きく
後退した。第一次大戦後に，小坂鉱山は鉱産価額の上ではその比重を低下させ
たのであるが，秋田県内でも有数の鉱山であることに変わりはなかった。この
鉱産価額の割合が高い鹿角郡の町村を，19（同8）年における生産価額および
翌20年の就業人口をもとに分類してみると，①農工型（花輸・毛馬内の2町），
②農産型（曙・宮川・柴平・錦木・七滝の5村），③農鉱型（大湯村），④鉱産
型（小坂・尾去沢の2村）の4タイプとなる。農鉱型に属する大湯村は，生産
価額だけでは農産型であるが，就業人口の35％が鉱業従事者となっていること
から，ここでは農鉱型に分類した。
　次節では，ここで分類した鉱産型に属する小坂村の経済的特徴を，いわゆる
「ヒト・カネ・モノ」の3つの側面から検討し，具体的には，（1）戸数・人口，
12）鉱山労働者，（3性産・消費の構成，（4）国税および歳入額，（5）村議会議員の構
成，の5項目をその指標として設定することにしたい。なお，小坂村には1914
（大正3）年5月，町制が施行されるが，ここでは小坂村という名称に統一し
ておく。
　2　小坂村の地域経済
　　（1）戸数・人口
　小坂村の戸数・人口を示した第1表によると，両者とも第一次大戦期の1917
（大正6）年までは，増加傾向にあることがわかる。銀山から鋼山への転身に
伴う本格的操業の開始（ユ902年），全国一の銅生産（07年），第一次大戦による
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第1表　小坂村の戸数と人口の推移
年次 戸数 人　口 本籍人口（A） （B） 男 女 （C） B／AC／B
戸 人 人 人 人 人 ％
1873 136 739 ？ ？ ？ 5．4 ？
ユ888 639 2，726 ？ ？ ？ 4．3 ？
1898 871 5，187 2，689 2，498 3，717 6．O 71．7
1902 1，076 ユ0，292 5，525 4，767 4，095 9．6 39．8
1907 3，272 ユ2，845 6，958 5，887 5，499 3．9 42．8
1912 3．358 17，132 8，575 8，557 6，460 5．1 37．7
1917 3，882 21，696 11860　， 9，836
??，
5．6 36．6
1922 2，557 16，584 8，619 7，965 8，342 6，5 50．3
1930
???
13，807 6，826
????
？ 5．2 ？
1935 2，770 15033　1 7，373 7，660 ユC，420 5，4 69．3
注　1．前掲丁小坂村現況調査劃，峨田沿革史大成』下巻319頁，丁秋田県統計書」各年版，r昭和十隼　小坂町
　　繍十表』て小坂町立小坂図書館蔵〕より作成。
　2．ユ912年の戸数・人口は『秋田県統計劃によれぱ3，359戸・17，584人となっているが，本表では丁小坂村現
　　況調査割の数値を用い㍍同様に，1935年の戸数・人口も胴県統計割によると，2，776戸・工5，O12人と
　　なっているが『昭和十隼　小坂町続計表』に従った。
好況と藤田鉱業株式会社の設立（工7年），大戦後の人員整理（19・20・23年）
および露天掘採鉱の終了（20年）というように，小坂村の戸数・人口は，小坂
鉱山の事業展開にその趨勢を呼応させながら推移したのであった。また1戸当
たりの人員（B／A）は，1902年を除けば5人前後であり，人口に占める本籍
人口の割合を表すC／Bについては，1902－17年の大戦前から大戦中の間には
50％にも満たなかったものが，大戦後の22年には50％を超えており，外部から
の流入者が増加から減少に転じていったことをうかがわせる。小坂鉱山の産銅
量，銅市況および小坂村の人口・入寄留者の推移を示した前掲第2図をみると，
同鉱山の産銅量と同村の人口および入寄留者数の動きは，ほぼ同一の傾向にあ
る。！9ユ5（大正4）・20（同9）・24（同13）年の3カ隼における入寄留者，つ
まり外部からの流入者の地域別構成は，各年ともおおよそ他道府県5割・県内
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の他郡市3割・同郡内他町村2割という比率であった。この入寄留者数に関し
ては，記入漏れの可能性もあると考えられるが，傾向として小坂村の人口は特
に他道府県からの流入者が多く、それは「鉱山ノ急激ナル勃興ト共二多種多様
ナル人々各地ヨリ入リ込ミ来」たためであったといえるだろう12〕。
　小坂村は小坂区と小坂鉱山区とに分けられ，前者においては農業が主であり
「石灰石ノ採掘運搬二従事スルヲ副業ト為スモノ及と鉱山ノ被雇用者トナリ副
業的二労働スルモノ」が多く，後者では鉱山労働者が多数を占め「副業トシテ
家族ガ雑貨販充其他ノ雑業ヲ営」んでいる地区であっ㍍1912年における地区
別の戸数・人口をみると，小坂区は352戸・2，524人，小坂鉱山区は3，006戸・
14，608人であり，後者の戸口の方がかなり多く，小坂村全体の80％以上が小坂
鉱山区に偏在していた。そして、同年における小坂村の戸数・人口のおよそ6
割が鉱業従事者であり，第一次大戦後の1920年においても，就業人口（本業）
の6割近くが，採鉱や冶金といった鉱業に携わっていた｛3〕。また同村における
人口は，県内主要市町村の中でもあまり多くなかったが，小坂鉱山が銅山に生
まれ変わったのちに急増し，ピークを迎えた1917年には秋囲市に次ぐほどに
なっ㍍しかし前述したように，第一次大戦後の鉱山事業合理化に伴う小坂村
の人口減少は，他の主要市町村のそれに比べるとかなり著しく，人口移動が激
しかったことを表している。第一次大戦をはさんだ小坂村における人口の急激
な変動は，まさに「鉱山と盛衰をともにしてきた」ことに由来していた｛4〕。
　　（2〕鉱山労働者
　秋田県の鉱山労働者は，県内全労働者の約87％におよび（1909隼），12（大
正元）年における労働者数・産出価額とも鉱業が圧倒的に多く帽〕，先述したよ
うに小坂村の就業人口もその6割近くが鉱業に集中していた。
　小坂鉱山の従業員と鉱夫の人数は，第2表のごとく，従業員数については第
一次大戦期にピークを迎えているが，鉱夫数に関しては1907（明治40）年以降
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　　第2表　小坂鉱山における従業員数・鉱失数と鉱夫1人当たりの産銅量
従業員数 鉱夫数 B－A
鉱失1人
年次 坑内 坑外
当たりの
（A） （B） 製錬 産銅量
人 人 人 人 人 人 t
ユ907 3，838 7，383 1，495 1，456 4，432 3，545 1．02
（20．2） （19．7） （60．0）
1912 3，888 5，328 1，409 421 3，498 1，440 1．49
（26．4） （7．9） （65．7）
1917 5，g07 5，976 1，g91 589 3，396 69 2．27
（33．3） （9．9） （56．8）
1925 2，757 2，757 1，083 149 1，525 0 2．9ユ
（39．3） （5．4） （55．3）
注同和鉱業株式会社丁創業百年史』資料39・135頁，『本邦鉱業一斑」1明治40・45隼）・丁本邦重要鉱山要
　　劃（大正6・14年）より作成。
　　　「従業員数」は職雇員・臨時員を含んでいない。
　　カソコ内は構成比。
減少傾向にあり，両者とも25（大正14）年には激減している。職種別の構成は，
坑外が6割前後・製錬が2－3割・坑内が1割前後となっており，坑外夫が多
く坑内失が少ないのは大量の人手を要する露天掘採鉱（1908年開始）のためで
あった。しかし，この採鉱法は20年に放棄されたので，25年には坑内外夫数が
顕著に減少していた。製錬夫も25年には減少するものの，構成比ではむしろ高
くなっており，これは既に述べた買鉱による産銅量が非常に多くなったことと，
製錬部門の含理化として酸性転炉から塩基性転炉へ切り替えるとともに人員を
削減するなど，コストの切り下げが図られたことを物語っている。そして，鉱
夫1人当たりの産銅量は漸増を続け，第一次大戦後における合理化の進展も
あって，その生産性は着実に上昇していた。また従業員数と鉱夫数との関係に
ついては，鉱夫数は従業員数と臨時員数を合計したものとみられ，もしそうで
あるならば，表中の鉱夫数から従業員数を差し引いたB－Aは臨時員数を指す
ことになろう。この人数は，年々滅り続け1925年にはついに0人となり，従業
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員のみの構成となったことは，この問に臨時員数が滅少し鉱山に直接雇用され
る人数が増えていったことを表している。
　小坂鉱山の鉱夫の5割前後が県内出身者であり，鉱夫の5％が付近村落から
通勤していた｛6〕。小坂村各部落，つまり農業地区である小坂区在住の鉱山労働
者については「露天掘土工夫トシテ単独日勤労働二従事シ居ルモノ目下（ユ913
年一筆者注）百数十名是等ハ凡テ其労働賃金ヲ其主業タル農事以外ノ副収入
トシテ所得」していたとあるように，多くは露天掘の採掘・運搬などに携わっ
ていた飯場夫であり，彼らは農業の傍ら鉱山労働にも従事していた。また1913
（大正2）年の凶作時に，鹿角郡長が小坂鉱山事務所に対し，新規の労働者を
雇用する場合には「総テ郡内農民ヨリ採用」してもらいたいこと，米穀代の補
助を「常傭夫臨時夫若クハ長屋居往夫通勤夫ノ区別ナク」行ってほしいこと，
木炭・藁工品などの「必需品ハ可成本郡生産品ヲ購入セラレタキ事」などを依
頼していた。小坂村長もまた，凶作に苦しむ小坂区の鉱山労働者のために，労
働条件の改善と米穀代の補助を鉱山事務所に訴えている。さらに，19（同8）
年3月に行われた「飯場臨時夫状況調」によると，飯場夫の欠勤理由が「農業
二従事スルタメー時帰村ス」というものであったし，小坂区の農民が得た賃金
総額の60％が「副兼業」によるものであったことも考え併せれば，鉱山労働は
小坂区の農民にとって重要な副収入源であったといえる。また，1890（明治
23）年に実施された『秋田県農事調査』には，鹿角郡の農家について「農隙ヲ
　　　　　　　　　　｛ママ）以テ諸鉱山ノ日雇或ハ物貨運搬及商業等二従事シ又山間ニアリテハ鉱山需用其
他ノ薪炭伐採等ノ業ヲ為シ生計ヲ補フ」と記され，農閑期に鉱山の目雇労働を
はじめ余業に従事していた事情を知ることができ乱
　さらに，小坂鉱山を含む鹿角郡内の諸鉱山においては「特殊技能ヲ要スルモ
ノノ外ハ之レカ供給ヲ付近農村二求ムル」という労働力需要の状況が一般的で
あり，熟練を要しない労働力は付近の農村から調達され，そのため「農繁期に
達すると坑夫もどんどん居なくな」ることが多かった。また，繁一次大戦後の
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1919（大正8）年における小坂鉱山の人員整理は「直轄定傭夫（同鉱山に直接
雇用されている鉱夫一一筆者注）と飯場夫を削減し，直轄請負夫への切り換え
を目的とした」ものであり，その際解雇の対象となった者は「北洋漁業の漁夫，
北海道の炭鉱の鉱夫あるいは小坂鉱山の飯場の飯場夫などに，ほぼ全員が就職
していた」。翌20年にも露天掘の終了に伴って飯場制度が廃止されたことによ
り，多くの労働者の整理が行われ，そのうち優良鉱夫とみなされていた者は，
再び同鉱山の直轄請負夫として採用されることになっれこのことは，鉱山側
の間接的雇用体制から直接的雇用体制への転換を示唆するものといえるが，一
部の飯場はその名称を組と改めて存続していたのであり，組下夫（＝飯場夫）
という雇用形態は残存していたことにも注意する必要があろうω。
　ここで，1912（大正元）・17（同6）・25（同14）年における小坂鉱山の労働
者と小坂村の農作日雇および日雇人夫の平均賃金（いずれも男子）を比較して
みると，坑夫・製錬夫・運搬夫・工作夫・雑役夫といった鉱山労働者の賃金は，
農夫・人夫のおよそユ．5－2倍であった。12年における各賃金は，25年には2．5
－3倍に上昇するが，その聞に小坂村の諸物価もまた同様に急騰しており，た
とえば，12年の諸物価を100とすれば，24年には玄米189・味喀171・木炭340・
薪304などとなっていた。鉱山労働者の賃金の上昇は，争議による賃上げと
「勤続年数に応じて上昇する賃金体系がかなり明確化した」ことがその理由で
あったが帽〕，薪や木炭といった燃料の高騰は，寒冷地にとって大きな負担で
あったものと思われる。
　以上のように，小坂鉱山における銅生産は市場の状況を反映する銅市況の変
動に対応しながら行われ，銅価の上昇期には産銅量の増加をみるが，低落期に
なるとそれは滅少していった。賃金が比較的高い鉱山労働は，付近の農民に
とって重要な副収入源であり，農民の多くは飯場夫として鉱山労働に従事して
いたし，鉱山側が設置した電気・上水道をはじめとする諸施設は，村民の生活
に利便を提供していた。そして，第一次大戦後の事業縮小期に飯場は廃止を余
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儀なくされるが，その一部は小規模ながらも存続していたのであり，組下夫＝
飯場夫という職種は消滅したわけではなかった。それゆえ，農民が鉱山労働か
ら全く離れてしまったとはいえないが，飯場夫は絶対数ではかなり減少したも
のとみられる。秋田県においては，大戦後の1920年代初頭にいたっても「農業
労働市場および雑業的労働市場が広範に存続していた」のであり｛9〕，既述した
農家戸数の増加は，鉱山労働からこれらの労働市場へ移動した結果であると思
われる。つまり，農村労働力，特に不熟練労働に従事する労働力は，鉱山事業
の動向によって農村から吸引されたり，農村へ還流することを繰り返す，いわ
ば半農半鉱の形をとっていたと考えられるのである。
　大戦前後を通じて，小坂鉱山は地域の経済を左右するといった点で地域に
とって重要な存在であった。それは「本村発展ノ原因ハー二鉱山事業二関係ス
ルコト大ナル」という小坂村長の言明や「鉱業ハ郡産業ノ首位を占ムルヲ以テ，
之二要スル物資労力等郡内ヨリ供給ヲ受クルモノ少ナカラス，従テ其ノ消長ハ
郡ノ経済界二影響ヲ与フルコト至大ニシテ之レカ隆盛ヲ望ムヤ切ナリ」といっ
た鹿角郡長の認識にも，明確に表れていたのであるoΦ。
　そこで，次に小坂鉱山の影響を受けていた小坂村の生産と消費の具体的内容
についてみることにする。
　　（3〕生産・消費の構成
　！912（大正元）年における小坂村の生産額（第3表）の80％が鉱産物によっ
て占められており，地区別では先述したように，小坂区は農業地区・小坂鉱山
区は鉱業地区という特徴を示していた。さらに，小坂鉱山区の生産額は小坂村
全体の実に95％に及ぴ，！人当たりの生産額に関しては，鉱山区が小坂区の
3．7倍となっているほか，その他の欄にある労働賃金・商工業利益からも鉱山
区の特徴がうかがえよう。第一次大戦後の19（同8）・24（同13）両年におけ
る同村の全生産価額（農産・蚕糸・畜産・林産・鉱産・水産・工産）に占める
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第3表小坂村における生産・消費価額（1912年〕
1人当り
項　　目 価 額 小坂区 小坂鉱山
（A） 区（B） A B
円　　％ ％ ％ 円 円
農 水 産 ユ23，580（1．3）82．4 17．6 40，37 ユ．48
林 産 16，877（O．2）99．4 0．6 6．65 0．00
生 工 産 148，393（1，6）28．4 71．6 ユ6．70 7．27
鉱 産 7，566，040（80，8）■ ユ00．0 一 5ユ7．94
そ の 他 ユ，503，308（I6．1）ユ4．1 85．9 84．10 88．39
産 うち労働賃金 886，801（9．5）ユ3．2 86．8 46，51 52．67
商工業利益 380，505（4．ユ）4．9 95．1 7．38 24．77
石　灰 石 41，ユ31（0．4）100．0 ■ 16．30 ■
合計・平均 9，358，ユ98（100．0）4．4 95．6 164．1ユ 612．27
食 料 品 1，902，259（58．2）8．2 91．8 61．99ユユ9．51
居 住 204，965（6．3）9．1 90．9 7．41 12．75
消 衣 類 272，967（8．3）6．8 93．2 7．3417．42
雑 品 604，114（18．5）7．1 92．9 17，08 38．40
費 そ の 他 285，314（8．7）4ユ．7 58．3 47．ユ8 n．38
計 3，269，619（100．0）1 ．9 89．1 141．00199．46
税 金 46，607 25．1 74．9 4．63 2．39
合計・平均 3，316，226 11．ユ 88．9 145．63 201．85
注　1，前掲r小坂村現況調査書』より作成血
　　2．生産価額のその他の欄にあるr労働賃金」には馬章樋・職工賃金が，消費価額の「その他」には，社交
　　　祭艇費，借入金利子などが含まれる。
　　3．原資科でほ石灰石が林産物として扱われている場含があるが，本表では「その他」に含めた由
　　4．単位未満は四捨五入した由
鉱産価額の割合は96～97％であり，12年の「その他」を除いた生産額に占める
鉱産の割合も96．3％であることから，価額べ一スでの鉱産の比重には変化がな
かったといえる。鉱産価額は，19年に10，395千円・24年には8，490千円と減少
傾向を示しながらも12年の金額を上回っており，全生産価額も同様の傾向を示
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していたl1山。下段の消費額の特徴としては，食料品の割合が最も高く，小坂鉱
山区は全額の9割近くを占め，1人当たりの消費額は小坂区の約ユ．4倍であっ
たことがあげられよう。
　このように，第一次大戦前における小坂村の生産・消費価額の圧倒的部分を，
小坂鉱山区が占めていたのであった。大戦後における同村の消費額については，
残念ながら明らかでないが，人口の減少傾向や大戦後の慢性不況を考えれば，
消費額は大きく伸びたとはいえないように思われる。
　さらに，第4表にある小坂村1人当たりの消費量の中で注目される品目をあ
げると，食料晶（a－n）では，a・d－f・jの米・野菜類・魚介類・肉
類・卵，衣類・履物（O－u）では，tの草履・草軽，燃料（V・W）では，
Vの木炭となる。この小坂村1人当たりの消費量のうち，米・野菜類・肉類・
砂糖・清酒の5品目を選び，全国平均o茗と比較すると次のごとくである。すな
わち，同村におけるユ人当たりの米の消費量はユ．5石≒225㎏であり，全国平
均129kgの約1．7倍にあたり，野菜類・肉類も全国平均（それぞれ，81．7kg・
1．1㎏）より1ないし39㎏多かった。清酒は全国平均の0．09石とほぼ同量で
あったが，砂糖は全国平均1．65㎏の2倍以上に達していた（ちなみに，1919
年における秋田県および秋田市の砂糖消費量は，それぞれ6．1㎏・10．8㎏で
あった）。また同表からは，品目にもよるが，移入量がかなり多くなっている
ことがわかる（B／Aを参照）。同村においては，小坂鉱山の発展に伴い人口
が増加する一方で，物資の生産に限界があったことから，大量の消費物資を各
地域から購入していたのであった。この全国平均を超える消費量および大量の
消費物資の移入は，小坂村が大きな消費市場であったことを意味するものとい
えよう。
　これら生産・消費物資の移出入先は，秋田県内だけでなく全国にも及び，そ
れゆえ小坂村は各地域と緒びつきを深めていった。既述した小坂一大館間にお
ける小坂鉄道の開通により，奥羽本線に接続している大館駅は小坂鉱山の物資
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第4表小坂村の消費・移入・生産量（1912年）
品　　目 消　　費 移入 生産 B／A1単位） 数量（A） 1人当り （B）
a、　米　　（石） 26，39⑪ 1，5 33，014 3，171125％
b．大　　豆（・） 1，575 O．09 1，689 5 107
C、醤　　油（〃） 738 0，04 7ユ8 ■ 97
d．野菜類（㎏） 2，074，781121．1 1，252，879507，81460
e．魚介類（〃） 9ユ7，35553．5 923，963 ’ ユ01
f．肉　　類（ψ〕 36，225 2．1 ■ ？ 1
9．砂　　糖（ク） 57，740 3．4 57150　， ■ 99
h、菓　　子（・） 143，232 8．4 45，210 565，15132
i、　茶　（・） 30，287 1，8 30，888 ■ ユ02
j．　卵　　（個） 721，60042．1 544148　， 177，45275
k．食用罐藷（・） 32，972 1．9 32，500 ■ 99
1、清　　酒（石） 1，852 OI1
??，
729 72
皿．ピール（本） 27，982 1．6 28，355 ■ ユ01
n．清涼飲料（・） 26，057 ユ．5 12，657 13，400 49
0、和　　服（枚） 38，804 2．3 38，375 L 99
P．洋　　服（着） 1，606 0．09 ユ，503 ■ 94
q、綿織物（反） 21，050 ユ．2 ユ8630　， ■ 89
・．絹綿交織物（・） 3，944 0．2 3，850 ■ 98
S．下　　駄（足） 73，252 4．3 1・舳34，250t、草履・草轄（・） 1，434，174 83．7 …
・．　靴　　（・） 3，335 O．2 1，185
卜
V．木　　炭（㎏） 4，工04，191239．6 4，135，669 ？ 101
W．　薪　　（棚） 5，857 ■ 4，837 846 83
」　　■　■　　■
注　1．前掲丁小坂村現況調査書』より作成。
　2、　「米』は玄米・白米・外米・繕米を，「魚介類」は加工品を、「和服」と「洋服」は古慈を、「下駄」は修理
　したものを含み，「肉類」は碧・牛・馬・豚等の，「砂糖」は白・赤・黒砂糖の合計であん
　3、単泣未満は四捨五入した。
輸送のターミナルとなり，たとえば，19／8（大正7）年における同駅の移出量
は11万トン（秋田県内における奥羽本線各駅の総取り扱い量の16．7％），移入
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量は21万トン（同じく34．4％）を数え，県内でも物資の敢り扱い量は上位に
あっ㍍また，19（同8）年における小坂駅の移出晶目は銅と木材の2者で
76％となり，移入品目については鉱石が8割，石炭・コークス・薪が1割であ
り，大豆・野菜・麦などの食料晶も移入されていた。27（同15）年には，同駅
の移出品の約90％が銅と鉱石によって占められ（木材はわずかに0．4％），移入
品のおよそ80％が鉱石，残りの約20％のうち17．5％が石灰石・コークス・薪，
1％が米・野菜などの食料晶という構成であった。特に，27年の移入量は19年
の3．4倍（8万トン→27万トン）に激増しており，その多くは製錬に用いる鉱
石や燃料・熔剤であった03。
　以上のように，小坂鉱山の発展に伴って小坂村には多くの人口が集中し，同
村における生産・消費額には鉱山中心の特徴が克明に刻み込まれていた。同村
における生産・消費物資の移出入は鉄道を通じて行われており，その市場は秋
田県内をはじめとする周辺地域と東京・大阪などの遠隔地，すなわち全国にわ
たっていたのである。第一次大戦後の不況期に，小坂村の生産額は増加傾向か
ら減少に転じるが，それは生産額の圧倒的部分を占めていた鉱産の動きを反映
していたためであった。同村の生産額は，鉱産の動きに影響されていたのであ
り，大戦後にいたっても，生産額における鉱業中心の特徴は大きく変わらな
かったといえよう。そして，その特徴を端的に示す地域が小坂鉱山区であった。
　　／4）国税および歳入額
　1905（明治38）・13（大正2）・18（同7）・23（同12）年における鹿角郡の
国税額（直接・聞接税）は，酒税と鉱業税の2者で6－7割となり，そのうち
鉱業税は2－3割であった。小坂村については1905・13年の2カ年しか明らか
でないが，両年とも鉱業税だけで約75％に達しており（ただし，13年は直接国
税のみの金額），この点からみても同村は鉱業中心であったo靱。
　第5表によって小坂村の歳人額をみると，まず第一次大戦後の財政膨張が著
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第5表　小坂村における歳入額の推移（予算）
項　　　圓 19C7年度 ユ9ユ2年度 1920年度 1924年度
円　　％ 円　　％ 円　　％ 円　　％
地租付加税 289（1．2729（2．61，246（ユ．7）2，450（3．1税 国・営業税付加税 117｛O，5274｛ユ．⑪）1，200（1．6）2，479｛3．1）
所得税付加税 2，O19（8．2，219（7，91，320（1．8）554（0．7収 鉱業税付加税 5，345（2L83，l02（1ユ．O）1，670（2．2）273（O．3）
県・営業税付加税 1，1皇O（4．7）2，243（8．0700（O．9） 752（0．9
入 県・雑種税付加税 一 一 2．300／3．1）2，9u（3．6）戸　　数　　割 4，833｛ユ9．7）14，647（52．122，054（29．6）37，676（47．O
小　　　　計 13，743（56．1）23，214（82．5）30，490（41，0）47，095（58．8
季　　　数　　　料 60（O．2） 95（O．3）ユ，499（2，0）3，805（4，8）
雑　　　収　　　入 ユ，797（7．3501く1，8）31，945（42，91l，43C（14．3）
税 繰　　　越　　　金 1，057（4．3） 15（0，1） 5C0（C．7） 500（0．6）
外 交　　付　　　金 579（2，4868｛3．1）2，589（3，5ユ、321（1．6）
収 補　　　助　　　金 49（0．2） 258（0．9）1．110／1．5）2，669（3．3）
国庫下渡金 一 ＾ 2，490（3．39、ユ36（11．4）入 寄　　付　　　金 7，200（29．4）3，185（n，3，770く5，1）4，128（5．2）
〔うち藤田組〕 〔6，800〕（27．8）〔2，860〕（1O．2）〔3，0CO〕（4．O）〔3，OOO〕（3．7）
小　　　　計 10，742（43，9）4，922（17，5）43，9C3（59．0）32，989（41．2）
含　　　　　　計 24，485（1OO，O）28，ユ36（lOO．O）74，393（1OO．O）80，084α00．0）
注　L　T秩田県鹿角郡小坂村明治四十・四十五隼度歳入出予算書」（前掲r太田文奮』所収〕、「犬正九年度秋田県
　　鹿角郡小坂町歳入出予糞春」（鹿角市立十翻田図春館蔵〕、「犬正十三年度秋田県鹿角郡小坂町歳入出予算書」
　　（「町会関係誉類」丁小坂製錬所文書』所収郷土館蔵）より作成。
　　表■申の「国」r県」は，国税および県税の略。
　　1920年度の「蒲助金」には郡費補助金が，24隼度の「国・賞業税」には売薬営業税付加税（1円）が含ま
　　れている。
しく，大戦後は大戦前の3倍近くになっていることがわかる。その主要な財源
は「税収入」および「税外収入」の寄付金・雑収入であり，これらで全額の8
割前後を占めている。雑収入は第一次大戦後に激増しているが，そのほとんど
は過年度の税収によるものであり，手数料も同様に大戦後大幅に増加している
のは，それまで雑収入に含まれていた小学校および高等女学校（1915年創立）
の授業料が，使用料として「使用料及手数料」に一括されたためであった。寄
付金では藤田組の金額が多く，1912年以降はほぼ同額となっているが，合計金
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額は年々増加しているため，全額に対する寄付金の比率は10％から5％台へと
低下していった。「税収入」は，第一次大戦前から大戦後にかけて増加するも
のと減少するものとに分かれている。前者に属するものは，地租付加税・国税
営業税付加税・戸数割であり，後者に属するものは所得税付加税・鉱業税付加
税・県税営業税付加税であった。
　地租付加税と国税営業税付加税に関しては，主に1924（大正13）年の税率が
20（同9）年の3－4借に急増したことがあげられる。戸数割についても，課
税する県税戸数割の金額が20年まで上昇し24年には激減しているが，税率は上
下を繰り返し，特に24年の税率は20年の4倍にも達した。先にみたように，小
坂村の戸数・人口は大戦後減少するため，1戸当たりの戸数割負担額は，
1912・18年の4円前後から7円50銭（20年）・16円94銭（24年）と，大戦後に
は急上昇していった。他方，大戦後に減少を示す所得税付加税と鉱業税付加税
は，ほとんど藤田組に課税されていたため，同組の経営状態を問接的に表して
いるといえよう。小坂鉱山は，大戦後においても黒字を計上し高収益を上げて
いたが，1917隼に設立された藤田鉱業株式会社全体としては20・25－27隼に損
失が生じ，純利益も20・21・30年にマイナスを記録していた。国税である所得
税・鉱業税の金額は大幅に減少し，とりわけ24年には鉱業税の中心となる鉱産
税カ骨上されておらず，村税である鉱業税付加税は，国税の採掘・試掘鉱区税
にのみ課税されていた（26年に地方税の改革が行われ，鉱区税付加税と砂鉱区
税付加税の2者となり，鉱産税は鉱区税に合併されていった）。県税営業税付
加税は，1907年に県営業税1円につき50銭であったものが，12年には2倍の1
円となり，18年の時点では県税営業税付加税・雑種税付加税の税率はともに，
70銭と若干低下したが，24年に1円20銭へと再び引き上げられた。また，大戦
後には教育・衛生および国税・県税徴収関係の「補助金」ならびに「交付金」
が急増し，義務教育費として「国庫下渡金」が交付されていった。
　ここで，1918（大正7）年における小坂村の歳入内訳をみると，藤田組は直
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接国税付加税である所得税と鉱業税のほぼ全額を納入するとともに，3，000円
の寄付も行っていた。同年の総税額は，大戦前における12年のおよそ1．6倍と
なり，特に所得税付加税は12，00C円を超え，5．7倍もの増額となっていた。同
村の総税額の約50％を同組が収めていたため，戸数割の低い税率（1円76銭）
が可能であり，この税率は「県内ハ串ス迄モナク全国稀二見ル処ノ軽キ負担ト
ナツテ屠」た。しかし，この所得税付加税と鉱業税付加税は大戦後滅少してい
くのであり，それとともに1919年以降地方税の改革が行われ，先にみたごとく，
戸数割・地租付加税・国税営業税付加税が増徴されていった。
　このように，小坂村の歳入にとって藤田組＝小坂鉱山は極めて重要な存在
だったのであり，1918年6月の村議会において，村長が同鉱山からの一時借入
金に関する議案を提出し，それが「直チニ原案可決トナ」ったことからもその
ことはうかがえる。しかし第一次大戦後には，同組の負担する所得税付加税と
鉱業税付加税が，戸数割の税率を低水準に保つ構造に変化が生じ，前2者の減
額に対して戸数割が増大していった。藤田組では，毎年のように小坂村をはじ
め周辺町村に寄付金を拠出していたが，24年の場合は産銅業の不振から所得税
の賦課がなく「地元町村の税収枯渇」を特に考慮したものであった。つまり，
小坂鉱山を核とする藤田組の経営状態の変化が，小坂村の歳入にも影響を及ぼ
していたのであり，歳入額が増加しその構成も変化していく過程で，村民1戸
当たりの負担額は増大していったのである｛蝸。
　　（5）村議会議員の構成
　小坂村の村議会議員を1912（大正元）・17（同6）・22（同1I）年の3カ年に
ついてみると，ユ2年は23名（定員24名であったが1名欠員）のうち9名が，
／7・22年に関しては定員24名中9ないし12名が，それぞれ小坂鉱山の課長・係
長といった鉱山関係者であった。この村議会議員を地区別に分けると，1912年
は小坂区10名・小坂鉱山区11名（そのうち，鉱山関係者9名）・近隣の毛馬内
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町在住およぴ不明はそれぞれ1名であり，17年は小坂区9名・鉱山区ユ5名（同
じく12名），22年は小坂区9名・鉱山区14名（同じく9名）という構成になる。
22年は大戦後の不況期であったし，等級選挙制度が廃止された年でもあり，
12・17年と比べて鉱山関係者以外の小坂鉱山区在住の者が，3名から5名へと
若干増加していた。
　小坂鉱山区において，鉱山関係者以外の村議会議員は蘭業関係者であったと
みられ，たとえば，1917年の鉱山区15名から鉱山関係者12名を除いた3名のう
ち，2名が呉服反物商・雑貨商であった。1917・22両年における小坂鉱山区選
出の議員は，定員24名の過半数を超えており，前述した小坂村の税収に藤田組
が大きく寄与していることも加味すれば，村議会では小坂鉱山区の意向が反映
されやすかったものと推測されるo旬。
　以上，各項目の検討からわかるように，第一次大戦前後における小坂村の人
口は小坂鉱山の事業発展に伴って推移し，その多くを鉱山労働者が占めていた。
同鉱山は周辺の農民にとって現金収入の場でもあったし，同村の生産・消費・
歳入・村議会議員の構成においても，鉱山中心の特徴が浮き彫りとなっていた。
そして，その特徴が最も強く現れていたのは，小坂鉱山が位置する小坂鉱山区
であった。同鉱山にとって製品市場の動向が重要であり，その変化が地域の経
済状況にも影響をもたらすことになる。銅市況の変動，第一次大戦後の銅輸出
国から輸入国への転換という経済環境の変化は，小坂鉱山を通じて地域経済に
及んでくるのであり，その意味では同鉱山を擁する小坂村は，国内および海外
市場と密接に結びついていたといえる。小坂村の地域経済は，小坂鉱山に大き
く依存していたため閉，国内外における経済変動および産銅業の動向によって
生じる影響を強く受けていたのである。
注ω秋田県および鹿篤郡の産業については『秋田公論j1904年6月30臼，第29次膿商務統計表j
　　伏正元年），第1次膿林省統討表』・体邦鉱業の趨勢」・第4個r日本帝国統計年鑑j（いず
　　れも、同13隼）、鯛個胴箭』（剛5年），秋囲県『全国二於ケル生産額』1921隼，‘秋田県統計
　書』各隼版，鵬治三十九年　秋田県鹿負郡統計要劃早稲囲大学図書館蔵、腱角郡産業調査
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　書』（大正9年）鹿角市立十和田図書館蔵，『大正十年　鹿角郡小坂町蓼務報告書」（「町会関係
　書類」喫錬所文書』所収），1920隼12月11日付小坂村長提出麓角郡長宛「農業労働者二関スル調
　書」／「大正九年　農業労働者二関スル調査」r秋田県庁文書』所収），および秋田県丁秋田県史」
　第六巻　大正昭和編　ユ965年に依拠した竈
12×3〕　r慶角郡産業基本調査　小坂村現況調査書』（以下丁小坂村現況調査書』と略記）1913隼
　早稲田大学図書館蔵，およぴ揃掲「鹿角郡産業調査書』（大正9年）軸小坂村の1911（明治仏）年
　における流出人口913人と「退出」および「出寄留層出」件数の218から1件当たりの人数を算出
　すると，4．2人となる竈翌12（大正元）隼についても圃様に算出すれば，2－9人という数値が得ら
　れるので，同村から流出する1件当たりの人数は，約3－4人ということになろう。また，1911
　年における小坂鉱山の雇用数は5，718人であったが，退山著数は6，419人にものぼっていた。退山
　の理由は「鉱山ノ都合」ならびに「其他」が多く，かなり移動が激しかったことがわかる。同年
　における鉱夫のうち，配偶者を有する割合ほ勇女とも50％を超えており，夫婦で鉱山労働に従事
　する者は全鉱夫数のユ4％であった。さらに，20（同9）年に人員整理が行われた際，解雇手当の
　ほか蒙族移転手当なども支給されており，これらのことから鉱夫は，家族とともに移動していた
　とみることができよう。ただし，武田晴人氏が「採鉱夫，製煉夫などの基幹労働力は，その修得
　した熟練を基礎に移動を繰り返しながらも，鉱業内にとどまっていたのではないか」と述べてい
　るように，熟練労働者とそうではない労働者とは事惰が異なっていたと考えられ，移動を繰り返
　していたのは，熟練を要する「基幹労働力」であったと恩われる（以上は「明治四十四年　小坂
　村事務報告」丁太田文書’所収　郷土館蔵，「大正元年　鹿角郡小坂村事務報告書」「小坂村統計
　書」懐錬所文劃所収，農商務省鉱山局編r鉱夫調査概要』1913隼，佐藤英達「大正期におけ
　る藤田組小坂鉱山の労務管理について一労働争議との関連を中心に一」岬南論剣第11号
　1983隼　所収　33頁，およぴ揃掲r目本産銅業剋184頁の注（5〕より引用・算出した）。
（4〕前掲丁小坂町史』245頁。また，秋囲県における主要市町村の人口，および小坂村の流出人口
　についてはr秋田県統計書』・丁秋田県戸口統計』各隼版，「大正四年　小坂町箏務報告」（前掲
　　r太田文書』所収〕に依拠した。
15〕石葬寛治「地域経済の変化」（佐伯尚美・小宮隆太郎編r目本の土地間題』東京大学出版会
　1972年　所収）355頁の第4表，および秋田県『秋田県史』県治部第四冊　1917年　239・24C頁。
　前考によると，秋田県における鉱山労働者は1939（昭和14〕年の時点でも，全労働者数の60％を
　占めていた（360頁の第5表を参照）。
㈹　葡掲『日本産銅業史』166頁の表93，および前掲「秋囲県史j県治都第四冊　162頁。
17〕以上は、工913隼12月15目付小坂村長提出小坂鉱山事務所長宛「請願書」・同年同月16日付鹿角
　郡長提出1司鉱山箏務所長宛依頼書（いずれも「大正二隼　雑件乙」『製鎌所文書』所収），1919年
　3月9日付「飯場臨時夫状況調1（「鉱夫二関スル書類」丁製錬所文書』所収〕，前掲r小坂村現況
　調査割，長幸男・正田健一郎監修，犬橋博編『明治中期産業運動資料』第一巻　農事調査（1）
　青森県・秋田県・岩手県　日本経済評論社　1979年，前掲腱角郡産業調査書」（大正9隼），
　　r読売新剛1920年7月10目，および前掲「大正期における藤田組小坂鉱山の労務管理にっい
　て」9昌・34・41・55・56頁による。また，前褐丁鉱山と鉱山集落』46頁も参照。
　　19ユ3年の小坂区において，飯場夫数の多かった部落は，砂子沢・余呂米・濁川などであった
　　（葡掲「大正二隼　雑件乙」による）。丁農箏謂制によれぱ，麗角郡の西方に隣接する北秋田郡
　においても，小売商・荷物の運搬，そして「土工鉱山等ノ労役」などが農民の余業であった。な
　お隙困県農察調査jについては，田口勝一郎『解題一秋田県農妻調査j」を参照。
18〕小坂鉱山の労働者と小坂村の農夫・人夫の賃金，および同村の諸物価については丁本邦鉱業・一・
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　劇　（明治45隼），［本邦重要鉱山要覧』（大正6・14隼），r秋田県統計割各年版，および前掲
　［目本産銅業則320・321頁より算出・引用した。ここで取り上げた運搬夫・工作夫・雑役夫は，
　坑外労働に従事する着であ私なお，小坂鉱山においては第一次大戦後に3度（1919・23・26
　年）労働争議が発生しているが，これらの労働争議については『同前』301－313夏，前掲r創業
　百年史』227－236頁，前掲「大正期における藤田組小坂鉱山の労務管理について」，および前掲
　〔小坂町史」472－475頁などを参照。
（9〕清水洋二「東北水稲単作地帯における農村労働力の流出構造一目本地主制史研究の一環とし
　て一」（一）（東京大学丁社会科学研究』第32巻第4号198ユ年所収）88頁。同稿では地主制
　史研究における3つの経済的契機のうち，労働市場の実態について，いわゆる「東北型」に分類
　される秋田県に的を絞り，同県南部に位置する平鹿郡醍醐村の寄留関係資料を用いて分析してい
　んまた，同氏「第八章　農業と地主制」（大石嘉一郎綴『目本帝国主義史』1　第一次大戦期
　東京大学出版会　1985年　所収）も参照。
o⑪小坂村長および鹿角郡長の見解は，前掲丁小坂村現況調査劃および臓角郡産業調査劃
　1923年　鹿角市立花輸図書館蔵竈
ω　1919・24年における小坂村の生産価額については，前掲『全国二於ケル生産額』および秋田県
　「秋田県生産額統計」1926年より引用・算出した。
○勃消費量の全国平均については，篠原三代平丁長期経済統計6　個人消費支出』東洋餐済新報社
　王967年　第9・27・39・壬7・58表，および梅村又次他丁長期経済統計2　労働力j同社　1988年
　第1表に依拠し，米・野菜・肉類・砂糖は「純食料」を，清酒は「国内消費量」を人口で除して
　算出した前者の第46表と第47表に記載された1912隼における粗糖の「純食料」の数値は巽なっ
　ており，第47表のものは記載ミスと思われる血また，秋田県および秋田市の1919年における砂糖
　1人当たりの消費量は，河野信治胎湾沖縄之糖市場及糖業政策』内外糖業調査会発行　1922年
　東京犬学経済学部図書館蔵　147頁より算出した。ちなみに，秋田市の南都に位置する河辺郡上
　北手村の1909（明治42）隼における農家階層別支出状況から，砂糖の支出金額を取り出してみる
　と，地主8，000円・自作1，100円・小作660円となる。各階層間には差巽がみられ，特に地主と自
　作・小作農との差が大きく，階層によって購入量＝消費量に格差があったことも指摘しておかな
　ければならない（秋囲県r秋田県剣第五巻　明治編　1964年　450頁の第27表を参照）。
　　小坂鉱山を中心とした秋田県内の諸鉱山は，大きな消費市場を形成していたとみられ乱たと
　えば，前記の『秋囲県農事調査』には，鹿角郡に関して「鉱業盛ナルヲ以テ農産物ノ販路極メテ
　便利ナリ又果実読菜モ亦其消流甚タ多シ」という記載があるし，県農会が1917（大正6）年に
　行った農家の副業に関する調査によれば，藁］二晶・野菜類・果実の多くは秋囲市や県内諸鉱山に
　販売され，特に野菜類の販路は「秋囲前及び小坂鉱山を最とし，其の他の鉱山等之に次」ぐと記
　されている（前掲丁明治中期産業運動資剃第一巻，および秋田県r秋囲県史」資料　犬正日召和
　編　1962年　2ア3－28煩）鉋
　　さらに，二村一夫促罵暴動の史的分析一鉱山労働者の社会史一』東京大学出版会　1988
　隼　321頁の第41表には，1907（明治40）年における足尾銅山の坑夫1人当たりの生計費が掲げ
　られている竈この表を本稿の第3・4表と直接比較することはできないが，同山の貌夫が「酒を
　飲み，米の飯を食べ」「友子同盟のくつきあい〉」に要する交際費を支出するといった，ある一定
　程度の生活水準を維持していたことは，控目に値する。本稿の第3・4表から指摘した小坂鉱山
　区の消費価額が多いことと．小坂村1人当たりの消費量のうち，全国平均を上回る晶目とは，鉱
　山労働者の消費水第が高かったことを想起させるものであるが，この点に関する検討は今後の課
　題となろう。ちなみに，1909隼における小坂鉱山の鉱夫6，198人と主要供給晶のうち米（32，912
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　石）を選んで，1日1人当たりの供給量に換算してみると，14，5含となり，足尾銅山の坑夫の場
　合（15合）とほぽ同じ数値となる（「合名会社藤田組小坂鉱山一覧表」［小坂鉱山鉱業概要』1909
　年　早稲田大学図書館蔵　所収）。
（工3大館駅および小坂駅における移出入量についてはr秋田県統計書』（大正8・15年）より引
　用・算出した。
（14　r秋田県統計書』各年版，前掲棚治三十九年　秋田県鹿角郡統計葵覧』，および渡辺真英編
　丁秋田名誉鑑』伏正4年）秋田県立秋田図書館蔵。
（1⇒以上は「秋園県鹿負郡小坂村明治四十・四十五年度　歳入出予算書」（いずれも、前掲丁太田
　文書」所収），「大正九年　秋田県鹿角郡小坂町歳入出予算書」（鹿角市立十和田図書館蔵），「大
　正十三年　秋田県鹿角郡小坂町歳入出予算書」（前掲「町会関係春類」所収），1918隼8月25日付
　『小坂町報』第二号㈱土館蔵），前掲丁日本産銅業史j338・346頁，前掲丁秋田県史』第六巻
　123一ユ26頁，およぴ揃掲「経営組織の変遷」26頁による。また，19ユ8年度における小坂村の歳入
　については，前掲r小坂町史』386頁も参照されたい。
（1⑤小坂村の村議会議員については，前掲「大正元年　鹿角郡小坂村事務報告書」，「秋田県魔角郡
　小坂元山尋常高等小学校一覧表　大正六年五月末現在」（大川英三丁小坂鉱山調査報告書」早稲
　田大学理工学部資源工学科所蔵実習報告　1917年　所収），「鹿角郡町村会議員芳名」1922年　郷
　土館藏，前掲【小坂町史』553頁，およぴ宮舘弘氏談による。また陳北公論』1910年10月1日
　には，小坂村において「納税其他の関係上九名の議員は藤田組の選挙に任しある有様にして自然
　勢力あるは当然の事なり」と記されている。
Oη小坂村の周辺においても，事情は同様であった。たとえば，鹿角郡毛馬内町は「小坂不老倉両
　鉱山の発展に伴ひて商況漸次に向上し　　」（石井末太郎噛角郡案内j1913年　国立国会図書
　館蔵77頁）とか，北秋田郡犬鎗町の発展は「云ふまでもなく，小坂，花岡諸鉱山の貨物集散地
　としてである」（『秋田魁新報』1912年11月15日）といった記述に，そのことが示されている。
1V　鉱山と地域住民
　さて，次は鉱山と地域住民との関連についてみていくが，ここではまず，皿
で明らかとなった鉱山に大きく依存する小坂村の地域経済は，何を契機として
形成されることになったのか，という点を明らかにしたい。さらに，鉱業発展
のマイナス面といえる煙害問題にも鉱山と地域との関係が浮き彫りとなってお
り，両者の関係についてこの側面からも検討を加えていくこととする。
　小坂鉱山が藤田組に払い下げられてから2年後の1886（明治19）年12月に，
小坂村民の代表者と藤田組および同鉱山所長との間で「約定書」｛ユ〕が交わされ
た。そこには「小坂鉱山坑業二依テ幸福ヲ得ルコト小坂全村ハ論ヲ不侯広ク地
方二渉レルモノニ付坑業上ノ盛衰ニヨリ小坂全村ハ勿論地方之休戚ヲ醸成スル
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第6表小坂村における第一回5カ年契約署名者（1913年）
147
19I5年氏　名（部落名） 所得・ 備　　　考地租 営業税 推定地価 推定面積
円． 円 円 町歩
木村佐太郎（大生手） 39 一 867 4．9 地主（自作）
太田新助（岩沢） 159 25 3，533 19．9 〃　（〃）
沢口誼太郎（下小坂） 迅2　． 30 933 5．3 〃，金融業
工藤作兵衛（中小坂） 130 16 2，889 16．3農業
小笠原忠太郎（上小坂） 42 5’ 933 5．3 地主，酒造業，元村長
本田伊三次（細越） 24 31 533 3．0 医師
本田和助（砂子沢） 7 一 156 0．9 自小作農
伊藤　　熊（余呂米） 9 ■ 200 1．1 地主（自作）
杉原幾太郎（濁川） 17 6 378 2．1 ・　（・）
秋本喜之（野　口） 4 ■ 89 0．5 ・　（・）
注　1．　峨田名誉劉・峨田県公民録」・鰍田県統計書』・丁大蔵省主税局統計年報割（いずれも大正4年〕，丁秋
　　田県紳士名鑑』（大正8隼），レ」・坂町史』243・306頁，「明治四十年　重要煙書園係書類」，「明治四十二年一
　　大正五隼　小坂鉱山煙害書類」（後2著は『秋囲県庁文書』〕、小笠原省吾氏談などより作成。
　　推定値は4．5／iOO・i77．7円／町で算出した。
　　表中の自小作農である「本田和助」については、地租と小作農（1909隼調査〕から剰断した。また，アン
　　ダーラインを付した者は村議会議員。
大線タルコト明噺ナリ然ル上ハ村人二於テ……坑薬ヲシテ益々隆盛ナラシムル
ノ進路ヲ賛助スルノ自ラ責任之分掌ト謂フベシ」と記され，村民が小坂鉱山の
発展に協力することを強く求める内容となっていた。小坂鉱山が藤田組の所有
となる以前の同鉱山と小坂村との関係については，目下のところ明らかにする
ことはできないが，少なくとも同鉱山が同組によって経営され始めた時から，
その関係は「約定書」という形で明確に規定されていた。そして，この「約定
書」がのちの小坂村の動向に大きな影響を与えたものと思われる。
　小坂鉱山の発展とともに発生した煙害は，被害地域にとって重大な問題と
なっていた｛勧。被書賠償は，問題が表面化したときから行われており，たとえ
ば，小坂村における第一回5カ年契約の署名者は第6表のごとくである。その
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構成メンバーは，中小地主のほか自小作農や医師であり，村議会議員を兼ねる
者も少なくない。代表者の部落はすべて小坂区に属しており，賠償契約は農業
地区である小坂区と結ばれていた。それに対し，小坂鉱山区においては煙害に
関する昔惰や反対運動はみられず，小坂村内では地区により，煙害問題につい
て異なった対応をみせていた。
　猛威をふるう煙害に関して，小坂村長は「鉱煙ノ為メニ甚ダシキ害毒ヲ被リ
森林，原野耕地ノ荒廃二帰スルモノ亦タ少カラザルナリ然レトモ半面二於テハ
鉱山事業ノ盛衰ハー二本村ノ荒廃消長二関係スルモノナルコトヲ記憶セザルベ
カラズ菅二莫書毒ノミヲ知リテ其利益ヲ忘逸スルガ如キハ我ガ小坂村ノ過去現
在並二将来ヲ達観シテ之二処スルノ途ヲ講ズルモノ・為メニ取ル可カラザル処
ナリ」と述べ，小坂鉱山の事業は同村の動向を大きく左右しているので，そこ
から得られる直接・問接の利益を軽視し，もっぱら煙害という鉱業のマイナス
面のみを強調することは望ましくないと主張していた。
　鹿角郡にとっても，事情は全く同様であって「郡民ハ鉱山ヨリ直接受クル労
銀ト物資供給二依ル利潤トニ依リ常二金融ノ状態良好ニシテー・・郡経済界ハ潤
沢二将又鉱況ノ衰退ト共二其ノ傾向ヲーニスル有様」であり，同郡における住
民の生活は「鉱山ノ盛衰二伴ヒ緊緩ヲ来スモノ」であった＝3』。
　このように，小坂鉱山が払い下げられた直後から同鉱山と地域住民との一心
同体ともいうべき関係は始まり，I皿でみたごとく，様々な側面においてそのこ
とは示されていた。鉱山中心という地域経済は，鉱山の動向に大きく左右され
るものであり‘4〕，いったん形成された両者の関係は容易に改変することはでき
なかった。産銅業にとって重要な画期となった第一次大戦期以後も，小坂鉱山
と小坂村とは依存関係を保持していた。つまり，小坂村の人工的・社会的生活
環境は鉱山依存型経済となっており，この環境が地域住民に大きな影響をもた
らしていたが，煙害問題に関する住民の対応に示されているように，その影響
の程度は地区によって異なっていたのである。
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注11〕1886年12月1日付「約定書」郷土鐘蔵。この「約定蕃」は8カ条から成っており，たとえば，
　　小坂鉱山が鉱区の拡張や鉱物の試掘・採掘などを小坂村の村有地あるいは同村内の官有地で行う
　　場合，村民は「速二其請求二応ジ決（シ）テ苦惰アルベカラサルハ勿論仮令条件外ノ事ト難モ村
　　方（二）差支ナラサル要求之廉ハー切異議ナキモノトス」というように，鉱山側に非常に有利な
　　条件が付与され，その代わりに「報酬トシテ小坂村二対シ小坂村共有資本之元資」の名目で，
　　5，000円が，1886－92年の剛こ分割して支払われることになっていれ
　　　また，小坂鉱山の発達に伴い小坂村の農民の日鴬生活が変化していったことについては，阿部
　　直次郎編輯・発行r郷土小坂（物語）』謄写版　1934年　小坂町立小坂図書館蔵　61・62頁，お
　　よび鰍囲毎日新剛1915年5月30日にその具体的な記述がある。
　12〕前掲拙稿を参照。また、小坂村周辺の地域においても同様に，煙書調査委員もしくは煙害賠償
　　交渉委員の就任をめぐる動きから，小坂鉱山の地域への影響力がいかに強かったのかを知ること
　　ができる。たとえば，鹿角郡毛馬内町の煙害調査委員の多くは地主・商人など地域の有力者で
　　あったが，その委員には，小坂鉱山と商業上の取引を行っていた者や親族が小坂村出身の者もお
　　り，彼らはそのことを理由に委員を辞任することとなった。この毛馬内町と同じく，北秋田郡早
　　口村においても，煙害賭償交渉委員に推薦された者がその推薦を辞退していた。1921（大正10）
　　年8月の同村議会において，煙書賠償交渉委員の改選にあたり元村長が推薦されたが，当人は
　　「従来小坂鉱山トハー身上ノ関係」があるので「委員トシテ表面二立ツテ運動ハ逮慮セ子ハナラ
　　ヌ」と述べ，その推薦を拒絶していた。数週聞後の村議会においても，再ぴ咬渉委員に携された
　　この元村長は「従来小坂鉱山ハ私ノ生計」二多大ナル恩義アル事情ヨリ止ムナク辞任セ子ハナラヌ
　　　・・」と委員に就任することを依然として拒否し続け，績局彼の意向は受けいれられることと
　　なった（1913年4月3・7目付煙害調査委員3名提出評議会長宛r御届」鹿角市立十和囲図書館
　　蔵，「大正十隼　会議録　早口村役場」同年8月3・29日　北秋田郡囲代町議会箏務局蔵，およ
　　び奈良寿氏談）。
　13）小坂村長の見解および廃角郡の事情については，前掲『小坂村現況調査書』ならびに前掲丁鹿
　　角郡産業調査書』（大正9年）より引用。また，労働賃金および煙害賠償金と畑地の小作料との
　　関係について，注目すべき点があ乱それは，鹿角郡犬湯村において小作農が鉱山労働で得た賃
　　金を，北秋田郡釈迦内村においては煙害賠償金（多くは，被害民の代表者である地主が受領し，
　　各被害民に分配する）を，それぞれ小作料の支払いに充てていた箏実であ㍍鹿角郡毛馬内町に
　　おいても，煙害賠償金の授受が行われていたため，特例ながら，畑地の小作料カ徽収されていな
　　い個所もあった。これらの事例は、全体からみれば極めて少なく，その理由についてはこれ以上
　　明らかにできないが，たとえば，犬湯村における大豆の実納小作料は反当たり9升であり，これ
　　を金額に換算すると1円53銭，一方収穫高の屯斗を同様に換算すれぱ6円80銭となる。そこで，
　　前者の金額が後者のそれに占める割合を計算すると22．5％となり，粟についても同じ方法で算出
　　してみると，25．8％という決して高くない数字が得られるのであり（案納小作料・収穫高とも
　　19ユト20隼の5カ隼平均），この低額ともいえる畑地の小作料が，金納を可能とした条件の1つ
　　と思われる（「大正十一隼　秋田県鹿角郡小作憤行調査書」・「大正十一年　秋田県北秋囲郡小作
　　憤行調査審」いずれも，東京大挙裏学部図書鎗蔵）。
　　　なお，ユ918（大正7）年迅月現荏で，大湯村に居住している小坂鉱山の労働者は，用度課29
　　名・工作譲（発電所勤務）35名であった（「用度課所属犬湯村屠住者調」・「大湯村所在小坂鉱山
　　発電所勤務者給料及佳宅坪調」r犬正七年分錐件綴」膿錬所文書」所収）。
　14〕この点に関しては。先述した小坂村長の主張にも明確に示されているが，このほかにもたとえ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛7ヲ〕　　ば，毛馬内町の一車夫が「此地から（小坂）鉱山を取つて仕舞ふと丸で鹿角郡は暗ですからね」
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　（瀧澤武繍陶られたる秋則復刻版無明舎出版　ユ985年443頁）とつい口にした言葉にも，
小坂鉱山と深くかかわっていた当地の人々の生活実感をかいまみることができよう。
V　おわりに
　以上，小坂鉱山と地域経済との関係について小坂村を中心に検討してきたが，
そこからはまず，同村の鉱山依存型経済という特徴を指摘することができる。
鉱山に依存することは，鉱業を中心とした地域経済，言い換えれば，鉱業の地
域経済に及ほす影響力が非常に大きいことを意味していた。自熔製錬法の開発
に成功し，買鉱に依存するようになった小坂鉱山は，その労働力ならびに消費
物資を，秋田県を中心とした近隣地域および遠隔地に求めていた。小坂村と小
坂鉱山との密接な関係は，設定された各項目の検討から明らかであろうが，同
鉱山が藤田組の所有に帰したのちに結ばれた「約定書」が，その関係の出発点
となっていた日本が銅輸出国から輸入国に転化した第一次大戦後も，いった
ん形成された小坂鉱山と小坂村との関係は，容易に断ち切ることができず，そ
の関係は徐々に変化しつつも基本的には維持されることとなったのである。
　鉱山依存型経済は，各鉱山地域において程度の差こそあれ，みられたものと
推測されるが，今のところ，ごく限られた地域でしか明らかにされていない｛1〕。
小坂村の場合，この特徴は，同村内でもとりわけ小坂鉱山区にあてはまるよう
に思われる。小坂区においても，それは鉱山労働に従事する農民達の姿に如実
に現れてはいるが，煙害問題については，既に述べたように，小坂区と小坂鉱
山区とでは異なった対応を示していたのである。つまり，小坂村の人工的・社
会的生活環境である鉱山依存型経済は，とりわけ鉱山労働者が多い小坂鉱山区
の経済的枠組みとして機能したが，農業地区である小坂区においては，主たる
農業に何らかの被害が及ぶことは軽視できない問題であったため，鉱山区ほど
の依存関係はみられなかった。小坂鉱山区においては人工的・社会的生活環境
が，小坂区においては生活環境としての自然（的）環境が地域住民に大きな影
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響を及ぼしており，この相違が煙害問題に対する各地域住民の態度となって現
れていたのである。
　このような鉱山依存型経済の形成は，戦前期における日本経済の発展が全国
各地域を分業単位としていった一端を示している。それは，国民経済が資本主
義的に編成されるのと同様に，小坂村の地域経済が鉱業中心に編成されていく
ことを意味し，その過程で形造られた人工的・杜会的環境は，同村の地域経済
を特徴づけるとともに，その依存体質を強めることとなった。村全体としては
小坂鉱山区の占める比重が大きく，鉱山依存型経済となっていたが，同村には
この依存関係が完全に成立していない小坂区もまた含まれていれ小坂村の地
域経済は，鉱業地域と農業地域といった重層的経済圏から成っていたため，生
産・消費価額などに現れた小坂区と小坂鉱山区との問の経済的格差やその地域
住民の生活圏という明確な相違点が存在していたほ〕。そして，各地区の中心的
産業に基づく経済圏のズレ，ならびに生活圏のズレを伴いながら，小坂村は鉱
山依存型経済として国民経済の一部分に組み込まれていったのである。
注（1）とりあえず，本稿Iの注（4）を参照。
　②重層的経済圏と生活圏との関連については，矢囲俊文「2　地域構造論概説」（同氏編著r地
　域構造の理論』ミネルヴァ害房　ユ990年　所収〕を参考にした。
〔付記〕本稿作成にあたっては，学内外を問わず多くの方々から貴重な御指導・御助言をいただいた。
　また，資料収集に際しては，早稲囲犬学図書館・小坂町立小坂図書館・同町立総含博物館郷土館を
　はじめとする関係各機関，ならびに小笠原省吾氏・奈良寿氏・宮舘弘氏らの御好意から・その閲覧
　および聞き取りが可能となったむ記して深茜の謝意を捧げる次第である。
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